
 
 

 東京市社会局調査の研究（梗概）  佐藤　健二

 1．調査研究のねらい

 　本研究の目的は，東京市社会局がおこなった調査実践

 の全体像を明らかにすることにある。

 　東京市社会局は，大正8（1919）年の末に東京市に設置さ

 れた組織で，昭和14（1939）年に厚生局に改組されるまで

 のあいだ，都市社会問題に関するさまざまな調査をおこ

 なっている。これらの調査は，近代日本における社会調

 査の歴史にとって，資料的にも重要な一部分を形成する。

 　都市下層の実態にせまるこれらの記録が，いかなる問

 題意識と方法論のもとで生み出されたのか。日本の社会

 科学における社会調査の歴史が，横山源之助『日本の下

 層社会』（1899）に象徴される，下層社会の生態の把握に

 はじまったことを考えあわせるとき，こうした問いかけ

 がもつ意味は大きい。しかしながら，これまで東京市社

 会局がおこなってきた調査について検討を加えたものは

 少ない。公刊されたものとしては，中川清『日本の都市

 下層』（勤草書房，1985）での研究をはじめとして，ほん

 のいくつかが目につくにすぎない。そのほかこの調査群

 に言及している研究はないわけではない。しかし多くは，

 それぞれの個別的なテーマ研究のなかでの社会局調査資

 料の利用であるため，社会局調査そのものの全体像を押

 さえることには，副次的な位置づけしかあたえられてい

 ない。

 　なぜ，社会局調査が総体として問われていないのか。

 その理由のもっとも大きなひとつは，東京市社会局がお

 こなってきた具体的な調査の全体が押さえられていない

 からである。さらにいえば，そうした全体像をうかがわ

 せるような，基礎資料集成がいまだなされていないこと

 に求められるであろう。

 　それゆえ，まず本研究においては，共通の資料基盤を

 つくることを重要な第1歩と考えた。すなわち，東京市

 社会局がおこなった調査実践のすべてを洗い出し，リス

 トアップしてみること。そしてそのそれぞれの調査実践

 がどのようなものであったかに関する情報を集大成して

 みること。報告書などの形で残されている調査結果につ

 いての情報も，とうぜんながらこのなかに含まれる。こ

 れらを後の利用のためにも，できるかぎり利用しやすい

 形態で一覧できるように集大成してみること。これらが，

 本研究のさしあたりの目的として掲げられたのであ

 る。

 2．東京市社会局の誕生

 　東京市社会局が，どのようにして誕生したのか。基本

 的な概観を得ておこう。

 　まず，この組織が設置されたのは，大正8（1919）年12

 月であった。第1回年報によると，社会局設置の背景と

 して，つぎのような社会情勢が挙げられている。

 　「本市は，従来養育院，施療病院，職業紹介所，衛生

 試験所，消毒所など社会的施設を設け，各種の社会事業

 を行い来たりしが，欧州戦乱の勃発とともに，社会の状

 況とみに変調を呈し，物価はしきりに高騰し，生計費の

 膨張にともない，市民生活の威迫を感ずることはなはだ

 しく，くわうるに外来思想の溺漫は，いちじるしく民心

 の動揺を誘致し，さらに労資間の葛藤頻発するなど，社

 会的案件日に多きを加え来たりたるにより，本市は特に

 社会事業のために機関を設くるの必要を生ずるにいたれ

 り」【年報［1回：1］】

 　その直接のきっかけとなったのが，米騒動である。大

 正7（1918）年8月，米価が高騰したとき「民心の不安を

 緩和せんため」に，東京市は東京府と協力して白米の廉
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ない　どきん 価販売をはじめる。8月15日には，天皇の内幣金72，325

 円が宮内省より市に下賜されそれをもとに，9月10日ま

 で数回にわたって廉売・施米を実施したという。さらに

 民間においても，有志によって東京臨時救済会が設置さ

 れ，東京市に対し、前後2回にわたり400，000円ずつの助

 成金を交付している。市はそれに対し「日用品販売市場」

 および「軽便食堂」の設置を計画し，12月21日に市参事

 会に提案するが，決定をみるにいたらない。こえて大正

 8年7月2日，市会において「社会政策急施に関する建

 議」が出され，即日可決される。

 　「物価暴騰による日常生活の不安を緩和し，衣食住に

 関する市民共同生活の安寧幸福をはかり，社会の健全な

 る発達を期するため，市理事者はすみやかに日用品販売

 の公設市場，公設貸家，簡易食堂，児童受托所その他都

 市社会政策の方針を確立し，これが施設を急施せられん

 ことを望む」【年報［1回：3］】
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　市理事者は市参事会や市会の議決を経ずて，ただち

に日用品小売市場および軽便食堂を開設する。その経費

を前述の東京臨時救済会からの助成金より山す。二れか

社会局設置に直接むすびつく，都市社会政策実施の第1

歩であった。

　もちろん，東京市はそれまでにも、いくつかの祉会事

業をおこなってきている。感化教育に関Lては市参与を

置き，養育院という施設を設けているし，職業紹介・診

療施薬などに関しては庶務課かこれ、を担当してきた。し

かし「時勢の要求はとうていこれをもって満足するあた

わず，ついに大正8年10月，社会局設置の建議は市会に

提出せらるるの機運に会せり」と年報は書く。

　「時代の要求により，都市社会政策に関する施設，日

にますます繁劇を加うる時にあたり，庶務課においてこ

れを管掌するは，時勢におくるるの不便あり。よってす

みやかに社会局を新設し，遺憾なく都市社会政策を実行

せんことを希望す」【年報［1回14］】

　この建議にもとづき，大正8年12月，市訓令甲26号を

もって，社会局庶務規程が設定され，組織の大綱が定め

られる。そして養育院に属する社会事業と，消毒所その

他衛生課に属する事業をのぞき，すぺての社会事業関連

の政策を管掌する部局として，社会局が設置されたので

ある。

　社会事業に関する予算は，一般市会計から独立した特

別会計として編成された。予算規模は大正9年度におい

て，388，660円。大正10年度においては，2，236，031円で

ある。これに加えて事業拡張のための追加予算があり，

大正9年度に関しては，848，880円、大正10年度に関して

は，3，029，766円となっている。なお第1回年報によれば，

追加予算の財源として「特別消費税」という名の1種の

遊興税が立案され，実施されている。この税の内容は，

「市内において芸妓，娼妓，請間，遊芸稼ぎ人その他こ

れに類する者を招致して金員を消費した者に村し，これ

を賦課する」とあり，一人1回あたり3円以上を消費し

た分にかけられた税であった，とう。税率は，消費金

額の10％を上限として毎年度市会の議決を経てその賦課

率を定めることになっている。ちなみに大正9年度につ

いては4％とされた。この財源との制度的村応かどこま

でつづいたかについても未調査だが，第2回年報からは

遊興税についての記事は載せられていない．

　組織の大きな変遷については，本報告書の東京市およ

び東京府社会局の機構の変遷図（大串夏身・作成〕にま

とめられている。

3．基礎資料集成の方法

　さて，それではどのようにして、社会局の調査実践の

全体を洗い出すことかできるであろうか。考えられるい

くつかのアプローチと，その問題点を検討し，本研究報

告書かとった方法について述べておこう。

3．1　報告書からのアプローチ

　まず，第1に「調査報告書」からのアプローチが考え

られる。すなわち，成果として印刷に付された「調査報

告所」を探しだし，リストをつくるとともに内容を検討

し，そこから社会曲の調査実践にせまるというやりかた

である、

　このアプローチにおいて，最初の1歩となりうるのは

さまざまな機関（図書館など）に所蔵されている，東京

市社会局刊行の文献リストの作成である。しかしながら

現状は，刊行された調査報告書の文献リストすら，これ

まで網羅的な形ではまとめられていないという状況にあ

る。わずかに，トヨタ財団の助成を受けてまとめた研究

グループの報告書の付録として掲げられているものが，

もっとも詳細なものとしてあるていどであろう。

　文献リストの作成1は，基本的な第1歩として重要なも

のであるが、2つの意味において，われわれの目的から

すれば不十分なものであるといわざるを得ない。

①　文献リスト形式の資料集成がもつ，基本的な限界が

ま）るといづ二と＝．とりわけ，現在のような研究段階にお

いては，といづ限定をつけてもよいだろう。

　文献リスト形式の資料集成がどのような点で限界をも

つか。現実の作業手順にそって考えてみよう。

　まず東京市社会局名で刊行されたすべてをさまざまな

目録からピックアップし，現物を多く所蔵してあるとこ

ろを中心に検討する。そこからはじめて，最終的には「調

査」の名に値するものだけを残してリスト化してゆくこ

とになる。そこで，ひとつの解決すぺき問題があらわれ

る。すなわら、公刊調査報告書と，個々の施設や制度利

用のために刊行されたパンフレットや一覧・要覧類，ま

た年報や季報・時報類などの刊行書の，どの単位に基礎

をおいて「調査実践」としてとらえてゆくかという問題

がすぐにあらわれるのである。

　そうした問題は，見かけほど簡単ではない。「調査」と

して残すものについての判断規準が研究者の問題関心に

よって異なる可能性がかなり高い。もちろん，あえてい

うならば相違そのものは問題ではないだろう。しかし資

料作成者と利用者との判断の相違が生まれたばあい，す

ぐにリストそのものが意味を失うような事態そのものは

避けられねばならない。文献リ又ト形式の資料集成の問

題点もそこにある。すなわち，発生しやすいそうした見

解の相違に村して，文献リスト形式の資料集成では，判

断規準そのものを検討しようとしたばあいに，それ以上

役に立たないことが多いのである。なぜならば，内容的

な情報のほとんどを欠落させているからである。それゆ

え，単なる社会局刊行書の文献目録では，現在の研究水

－290－



準を少なくともあともどりさせないための基礎的な集成

という目的からすると，不十分であろうといわざるをえ

ない。すなわち，書誌的記述をもう1歩深めた形が望ま

れるということになろう。

②　さらに刊行された調査報告書の文献リストという形

式においては，調査報告書にまでまとめられなかった調

査実践が漏れてしまう可能性が高いということ。

　刊行は調査実践のプロセスからいえば，最終段階にあ

たるものである。現実には問題意識の発生から，予備的

な資料調査の段階，また現実の実地調査などを経て，デー

タの整理や分析などのプロセスのあとに，報告書がつく

られ，印刷に付される。こうした調査実践のプロセスの

全体を視野にいれたばあい，最終段階でのみ調査をとら

えてリストを作成することは，部分的な性格を帯びざる

を得ないであろう。刊行されたものの文献リストという

形式の資料集成は，その点からみても不十分であるとい

わざるを得ない。

表1　年報における調査記事

第！回
第2回
第3回
第4回
第5回
第6回
第7回
第8回
第9回
第10回
第11回
第12回
第13回
第14回
第15回
第16回
第17回
第18回

　計

（’大正9年度）
（大正10年度）
け；正11年度）
（大正12年度）
（大正13年度）
（大正14年度）
（大正15年度）
（昭和2年度）
（昭和3年度）
（昭和4年度）
（昭和5年度）
（昭和6年度）
（昭和7年度）
（昭和8年度）
（昭和9年度）
（昭和10年度〕
（昭和1！年度）
（昭和12年度）

0

30
19
8
9

15
10
12
12
9

14
18
18
12
20
25
34
25
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3．2年報からのアプローチ

　第2に，社会局がその年度ごとの活動報告として出し

ている『東京市社会局年報』からのアプローチが考えら

れる。

　年報は，東京史社会局が設立された翌年にあたる大正

9年度から，昭和12年度まで，全体として18冊発行され

た。年報には，活動報告のひとつの分類として「調査事

項」「調査事務」「調査事業」「杜会事業調査」「調査報告」

といった分野が設けられ，その年度の杜会調査関係の活

動について述べられている。この情報をもとにして，杜

会局の調査を洗い出し，その実践にせまることが可能で

ある。

　具体的には，表1に掲げたように，18冊の年報にはの

べ290の調査が挙げられている。

　この方法の利一点は，何よりも前述の欠点のひとつ，す

なわち報告書としてはまとめられなかった調査に対して

もアプロ、一チできる点にある。とりわけ，ほぼ半分にあ

たる第9回（昭和3年度）までに関しては，かなりの調

査について，調査の梗概が記されており，調査実践の内

容をうかがわせる情報が含まれている。

　ただし，2つほどの問題点がある。

①ひとつは重複の問題である。すなわち，290の調査は

「のべ数」であり，年度をまたがって継続している調査

については，資料の性格上当然のことながら重複して記

載されている。われわれの資料集成の目的からすれば，

これらの同一性・相違の識別をおこなわなければならな

い。それも個々の調査実践の内容にそくして，であるけ

れども，なかには調査の題名しかないばあい，内容はほ

とんど同じと考えられるのに，記載内容の調査の日付が

異なっているばあいなど，判断に迷うケースも含まれて

いる。
②もうひとつは，後半部分における情報不足の問題で

ある。つまり昭和4年度以降の調査については，調査の

題名しか挙げられていない。それも必ずしも統一して部

局内外で用いられた題名かどうか。通称に近いものを感

じさせるケースも．多い。それゆえ，前述の同」陛・相違

の識別において，単なる文献リスト形式と同じ困難が，

とりわけ昭和4年度以降についてはあり，その内容的な

情報については他の資料から補ってゆく必要もあるので

ある。

　しかし上述の問題点を含む資料とはいえ，基本的には

無視できないデー夕・ソースであることはまちがいない。

3．3季報・時報からのアプローチ

　第3に，季報・時報に載せられた調査報告や調査に関

する活動報告からのアプローチが考えられる。

　季報・時報は，年報とは別に発行されていた活動報告

であり，事業概況のなかの「社会事業調査」の欄で，調

査の梗概や進捗状況が紹介され，また「研究調査」「調査

概要」「資料」などという形で，具体的な調査内容の報告

が載せられている。季報は4冊，時報は全体として40冊，

計44冊が刊行されている。季報は昭和3年度に入ってか

ら年4回のぺ一スで刊行されており，昭和4年度からの

時報にバトンタッチしている。年報との期間名目上の対

応は，表2に掲げたとおりである。この対応をみると，

すでに指摘した年報における昭和4年度からの調査関係

記載の簡略化は，季報・時報の発行と関係があると考え

られる。その点でも，年報の記載不足を補う資料として，

利用すべきものであろう。

　季報・時報からのアプローチに含まれる問題点のひと
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表2　年報と季報・時報の時期的な対応

年　度 年　報

季幸1

昭和3年度 第9回

時耗

昭和4年度 第10回

時報

昭和5年度 第11回

時報

昭和6年度 第12回

時報

昭和7年度 第13回

時報

昭和8年度 第14回

昭和9年度 第15回
時報二

時報

昭和10年度 第16回

時報

昭和11年度 第17回

昭和12年度 第18回
時報

（昭和13年度を含む）

　　　季　轍・1時　報

季報／第！号13年4－6月）
　　第2号13年79月）
　　璃3号13年1（ジ12月「
　　籍4号114年1・一3月）

時報！籟1号114年4－6月）
　　第2サ14年7－9月）
　　第3号114年10－12月、
　　第4号115年1－3月）

時報／第5号」15年4・一6月1）
　　第6号一15年7－9月）
　　第7号1．5年1（1－12川
　　第8号ゴ6年1－3月）

時報／第9匝い6年4－6月）
　　第10号（6年7r9月〕
　　第1］号（6年10一ユ2月「
　　第12号（7年1－3月）

目寺幸段／套脅　13’弓’1＝7‘F　4－　6　円〕
　　第14号（7年7一壬）月）
　　第15号117年10－12月11
第16■学（8年1一3月〕

同寺報二、18年二5月→ナ
　　8年6月号
　　8年7月サ

　　8イ戸二8∫＝j→ナ
　　8年9月号
　　8年ユO月号
　　8年11月号
　　8年12月号
　　g年ユ月号
　　9年2月号
　　9年3・4月号

同寺幸艮／9勾三］O・11・12　月÷ナ
　　10年1・2・3門号

目寺幸艮／1（）一牢4・5・6　円　号
　　10年7・8・9円サ
　　11）年10－1l・12月号
　　11年1・2・3月サ

目寺幸艮／11年4・5・6月■サ
　　11竿7・8・9一『号
　　11牢10－11・12月’サ
　　12年1・2・3－F1号

時報／12年4・5・6月号
　　12年7・8・9・1！・12月■皆
　　13年1・2・小5・6月号

つは，年報のばあいと同じく，重復の問題である。、すな

わち，しばしば簡略に名称しか記されていない調査どう

しの，同一性の確認や差異の弁別の問題である。どちら

にせよ機械的な列挙だけでは解決できず，内容にわたる

記載情報の判断が必要になることはいうまでもない。

　なお，最後の時報となった昭和13年1－6月号には，昭

和13年4月から6月までの活動情報を含む「本局重要日

誌」という欄があり，予算上決定した昭和13年度分の調

査についての惰報が載せられている。これも，時期的に

昭和12年度圭での情報しか載せられていない年報を補う

ものといえよう。

3．4　角田順作成の目録

　もうひとつ、本研究で参照した資料がある。昭和12年

に，調査局の角旧順によってまとめられた「本局調査掛

施行調査総目次，である。

　これは大正9年度から昭和10年度にいたる16年間につ

いて，社会局の調査掛が施行した調査をリストアップし

たものである、昭和11年度と昭和12年度についての情報

を欠くという点で，全体をおおったものではない。さら

に年報や季報・時報類と比較してみると，挙げられてい

ない調査もあるという点で，調査の規準について疑念が

ないわけではない。しかし実地調査と文献調査や翻訳の

調査を区別し、また「小額給料者失業応急事業」による

調査には，その印を，また公刊して関係機関に寄贈配布

したものには、＊印をつけて記載した，かなリ徹底した

リストアップである。

　おそらく年報・時報等の資料源にもとづきながら，同

局に残されている諸報告書を参照しながら構成したもの

ではないかと思われる。時報に掲載された調査について

は，その出典を明記していることからも，時報類を利用

したことはたしかである。さらにまた，じっさいに調査

にあたった人びととが，まだ身近にいたとも考えられるの

で，もしかLたらそうした人びとからの直接的な情報も

取り入れられているかもしれない。ともあれ，調査実践

の現場に比較的近い場所でまとめられたリストとして，

われわれが参照するに足るものであろう。

　しかし，この貴重な先行研究にも，なかには同じ調査

を指しているのではないかと疑われるケースが混じって

いる。そうした疑いが生まれたばあいでも，文献リスト

形式のために，さらなる典拠へとたどることができず，

疑問を解決するに足るそれ以上の情報にとぼしいうらみ

がある。

4．本調査資料集成の基本方針

　以上のことをふまえ，本研究においては，つぎのよう

な方向で資料集成に向かうこととした。

　第1に，年報と季報および時報に載せられている調査

の情報について，ほぼその全体を取りこむ形での資料集

成を試みた、すなわち，年報・季報・時報のなかでふれ

られている「調査」を，ひとつひとつ独立の調査として

たててみたうえで，その内容についての記事を参照でき

るよう資料化した。すでに論じたように，題名と刊行年・

刊行主体だけの文献リストでは，内容を比較しながら，

同じ調査を指すと考えられるものについてはまとめ，整
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理するという作業が不可能だからである。それぞれの調

査について，年報に典拠をもつ情報については，【年報】

という形で記載し，季報・時報に典拠をもつ情報につい

ては，【季報】【時報】の形で記載することにした。

　第2に，これまで報告書についておこなわれてきた「文

献リスト形式」の情報をも，その一部として取りこむよ

う努力した。もちろん，3．1で論じたような文献目録とし

て，完全なものをつくり，それを超えたという意味では

ない。しかしながら本研究においては，これまでさまざ

まなリストで言及されている報告書をできるかぎり押さ

えるよう試みた。もちろん，まだ未確認・未発見のもの

も多いが，そのばあいは未確認であることを明示するよ

う心がけた。

　さしあたり資料集成では，一般に調査成果の発表にあ

たるものをしめす→の記号を使い，こうした報告書につ

いての情報を載せている。公刊報告書については一定の

書誌的事項（発行所，発行年）を記載するとともに，調

査実践にかかわる最低限の内容についても抄記するよう

心がけた。

　と同時に，本文中でふれられている報告書について，

参照した典拠の所蔵先をつけて，最後に目録化するとい

う形で，文献リストとしての役割も果たしうるよう試み

た。
　第3に，以上の集成のうえで，先行する角田氏作成の

目録との対照も明らかにすべく，それぞれの調査につい

て対応のあるものは【角田目録】の形で，そこに挙げら

れている情報を記載した。

　そのばあい【角田目録】にありながら，年報等にない

ものについて，あらためて独立の項目をたて，ひとつの

調査と考えた。ただし重複記載の疑いの濃いばあいは，

このかぎりではない。個々の調査に関する具体的な判断

について，注釈が必要と思ったばあいについては，それ

ぞれの関連する部分で【備考】の記号のもとで注記して

ある。

　第4に，そのようにして洗い出された全調査を，調査

が開始された年月をもってならべかえ，通し番号をつけ

て整理することにした。順序に関しては，実地調査が終

わった時期をとるか，あるいは集計業務まで含めて調査

が完了した時期をとるか，さらに報告書の発行された時

点でとらえるか等々の選択がありうる。しかし報告書が

刊行されなかったものが多いこと，また調査の完了した

時日がわからないものも多いことなどを考え，着手・開

始の時期において整理することとした。なお，ここでの

調査開始とは，実地調査の開始を必ずしも意味しない。

予備調査，もしくは準備調査と実地調査とわかれて記載

されている場合は，予備準備段階の調査の年月をとった。

　ただし，現実には着手・開始の年月の明示がなく，わ

からないものも多い。そのばあい，典拠となった年報・

季報・時報などが担当している年月によって決定した。

すなわち，研究結果が時報などに載せられているだけと

いう報告段階でしか情報がないばあいには，その時報が

管掌している年月に位置づけるという形で，できるかぎ

り順序を設定するよう試みた。年報に載せられている以

外にまったく手がかりがないようなばあいには，年度で

くくって，年月がわかっている調査のあとに位置づける

ことにした。

　第5に，【角田目録】の工夫を取り入れ，五十音順の調

査索引を作成した。そのばあい，調査内容の主題をより

よく反映するように、調査の題名に一定の工夫を加えた。

すなわち，年報などで掲げられている題名から「東京市」

「東京市内」といった部分を削除し，研究主題が直接五

十音索引にひっかかる率が高くなるようにした。そのこ

とによって，単なる五十音索引ではない，主題索引の要

素がつけ加わったと思う。【角田目録】でも，年代順に挙

げている調査名と，索引の項目を変えた背後には，こう

した意図があったものと思われる。

　もちろん，以上のように題名を変えたことで，年報・

季報・時報などとの対応関係がわかりにくいものになら

ないよう，原題名についてはその典拠情報の当該箇所に

「」にくくって表示するようにした。

　以上の方針のもとで，本研究でリストアップされた調

査は，全体として343にのぼった。なかには，小額給料生

活者失業応急事業による「社会事情調査」のように，複

数の調査をそのなかに含み，その部分を構成している

個々の調査が，他の名前でよばれて一定の成果と対応し

ているような複雑な例も含まれている。それゆえに単純

　　　　　　表3　東京市社会局実施調査

大正9
大正10
大1［E11
大正12
大正13
大正14
大正15
昭和2
昭和3
昭和4
昭和5
昭和6
昭和7
昭和8
昭和9
昭和10
日召不口11
日召不口12
日召不ロコL3

（1920）年度
（192！）年度
（1922）年度
（ユ923）年度
（1924）年度
（1925）年度
（1926）年度
（1927）年度
（1928）年度
（1929）年度
（1930）年度
（1931）年度
（1932）年度
（！933）年度
（1934）年度
（］935）年度
（1936）年度
（1937）年度
（1938）年度

15
19

！4
8

1！
14
11
14

！7
！5
13
23
24
20
27
27
32
28
11

343
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な数として埋解してはならないけれども、東京市杜会局

が発足以来，その名称を変えるまでの約20年閉におこ

なった調査のほとんどを，ここに挙げるを得たと考えて

よいと思う．

　その内訳数を年度別に集計したのが，表3である、

5．調査の感覚――下層の下視化

　さて，この資料集成の書誌データには，巻頭にまとめ

られた写真や図版などの有無について，できるかぎり情

報を載せている。というのも，調査実践の歴史において，

写真という近代の新しい光学装置がどのように使われた

のかは，興味ぶかい解明課題だからである。また社会地

図・グラフ（図表）化をはじめ，さまざまな図版もまた、

単なる報告書の編集という以上に，調査データの加工と

いうプロセスの本質にかかわる，無視できない領域であ

る。しかしながら，全体の分量の関係から写真そのもの

や図版そのものを，資料として載せることは断念せざる

を得なかった。そこであらためて，書物として刊行され

た報告書のなかから，さまざまな意味てへだてられてい

たであろう下層社会へ向かった視覚的な実践を，ここに

取りあげておきたい。本資料集成のなかで，’下層の実態

を写しだす写真を利用している報告書は，必すLも多い

とはいえない。そのなかでもっとも組織的に写真を掲げ

ている調査報告書のひとつに，昭和9年に新市域におけ

る不良住宅密集地区の分布および内実を明らかにする目

的をもって調査され，昭和11年に報告書か刊行された『東

京市新市域不良住宅地区調査』（東京市社会局，昭和11年

3月31日）がある。この写真を中心に，現実の下層の風

景のいくつかを，写真を中心に取り上げておこう。

　①　荒川区三河島町・第88地区（【新市域】）
報告書巻頭の写真として選ばれたもの，奥の方に見える
おそらく柱が析れて途中から傾いた壁と，それをささえ
る捧が目をひいたのであろう。

　②　荒川区三河島町・同上地区（【新市域】）
「板葺の屋根」というキャプションがつけられていると
ころをみると、この木っ端ぶきの乱雑さが目をひいたの
であろう。
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④荒川区三河島町・同上地区（【新市域】） ⑦葛飾区小菅町・第183地区（【新市域】）

⑤荒川区三河島町・第67地区（【新市域】） ⑧王子区豊島町・第116地区（【新市域】）

　⑥城東区大島町・第171地区（【新市域】）
報告書には「浸水家屋」というキャプションがつけられ
ている。じっさい，画面左の部分は，水たまりが見え，
それが家屋にせまっている様子が写されている。電信柱
が立っているところからみて，ほんらい水があるところ
ではないらしい。しかしながら，ちょっとしたことです
ぐに水浸しになってしまうのであろう。

　⑨荒川区南千住町・第77地区（【新市域】）
これも報告書の巻頭をかざっている写真のひとつであ
る。室内にまでカメラが入り，その生活実態の一端を写
しだしているのは少ない。東京府の報告書（『東京府郡部
（隣接五郡）集団的不良住宅地区図集』昭和3年）のな
かにあるが，それは協力者宅と思われるもの。じっさい
には盗み撮りにひとしいものではなかったか。
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　参考までに，東京府の調査報告閉表から写貞を挙げて

おこう。府と市は，あるていどの村抗意識をもちつつも，

調査のうえではかなり密接な連絡があったとの証言（磯

村英一氏）もあり，新たな検討が必要であろう。

　写真が調査そのものの風景を写しだしているばあい毛、

ある。たとえば，つぎに掲げたのは．『浮浪者及び残食物

に関する調査』（東京市社会局、大正12年3月30日）に載

　⑭⑪（参考）通称「千1■三長庫．」（二河島〕l1
東京市の調査では，職業の観一点かパllらえ一ていξ）もク）が
多いが，っぎの「紙屠拾い」σ）写真1；1，1「紙：J脊拾い（バタ
ヤ）調査』（東京市役所，昭和10牢7日11、：紋せられたも
のである。

⑫r紙庸拾い」

せられた「浮浪少年（浅草公園電気館裏午前O時撮影）」

というキャプションがある1枚である。（写真⑬）

　調査がおこなわれたのは，大正11年2月25日の午前0

時から同日の日の出までのあいだ。住宅または宿泊に適

する建物以外の場所、すなわち塵芥取り扱い場，寺社杜

祠の縁の下，公園のベンチ，共同便所，材料置場，橋梁

下，住宅軒下などに寝ている者を対象にしたという。面

白いのは右から伸びている手にもたれた，菓子とおぼし

き紙のうえの品．またまん中に立つ調査員（警官か）も，

菓子をもって，いままさに分けようとしている。調査報

告書も、「各調査班は，菓子，煙草などを用意し，浮浪者

を審訊するに際し，まずこれを見舞い品として給与する，

その纐は一人に付き金十五銭にあたる量である。この方

法がじっさい調査上非常の便宜となった」と書き，特記

している。

　なお，ここで聞いた項目は，国勢調査的な項目をはじ

め教育程度や健康および精神状態，また浮浪理由やそれ

を脱せざる理由など，かなり立ち入った質問に入りこん

でいる。記入例として挙げられている調査票を挙げてお

こう。

　さて，写真や地図だけでなく，スケッチを駆使して調

査地区をとらえようとした事例もある。昭和9年7月か

llil／〕　，■1’1㍉良少引＝．1舳1風請
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浮浪者調査票記入例

綴綴霧調滋繁
欝狡議籔箆滋醸撚総灘　　察蘭嚢鐙綴滋

　　　　　　　　　鰯纏鱗籔鱗鰯灘級、糟搬暫一

籔…膿…、簸＿＿＿蟻、、4鰯鐵難＿搬鮒1駄
垂鑑綴鰹塗獲萎鐘襲鑑一議滋鱗嚢籔、．＿、．3。、暖

籔鐵簸襲籔　　鰯簸燃＿1顯鐙艶簸鰹鑑菱葵蝉蟹蟹璽
茅懸嚢繊嚢綴欝霧徽嬢鱗繊繍繊顯雛徽勇繍燃紗然

　　　　　　　　　　靱トアリ
　　機徽簸鰹…鰍洲灘義繊婁籔
　　菱嚢激鐵熾灘鍵鱗鐵鍍祭鰯藪蟻鰍灘改＿一＿一一
　竈簿鰻籔鶏祭霧鶴・鐡獲灘議　　鶏爽搬搬繕繊綴1；轟；籔鰯維液

　藪霧鰯綴灘籔麟纏繊雛鱗萎姜
　　繍鱗義繍徽灘鰯繋鱗搬一鱗錐灘簸鱗紗蛾メ磐禽一一婁立繊

　　　　　　拳欝馨簸礫熱糧えク誉幣）

工⑰籔灘拶簿艦灘繭　　簿1燃1二室降

　綴鐘遥燃茅機ン鑑メ

1ヱ撚灘慈鱗郷鰯溺㌶綴鰯・繊蹴頚機繋

繊嚇雛艦嚇総鮒一㈹燃燃鈎潔
ユ㌻委訟饒脅弱荻嚢蟹

鱗嚇1㍗隼讐嚇鮒誉二鰯1
鳩燃　彰　　　　　　　　　　　　　　第セ斑・

第菱燃灘着雛㌶1鰯㈱㈱

ら12月まで，救護法の対象となる住宅救護の被救護世帯

を調査した『被救護者に関する調査』（東京市杜会局，昭

和10年3月31日）である。全体のスケッチ図と，その対

象地区がある地域の位置図および付近図，さらにその対

象世帯の平面図を加え，さらに所在地・環境・家屋種類・

建坪・家貨・灯火などの情報を概説として載せている。

ここでは，そのなかから「調査世帯住宅図　3」と「調

査世帯住宅図　4一とを挙げておいた。

　スケッチ図では調査世帯を点線でかこみ，その全体風

景のなかでの位置をしめしている。さらに興味ぶかいの

は，たとえば「調査世帯住宅図　4」にみられるように，

フトンやツツミ，火鉢といった生活道具を，断面図的な

スケッチのなかに書き込んでいることである。これはあ

るいは，深川の貧民窟の風俗などを採集し，また所有全

品調査といった方法を使った考現学的なスケッチの影響

を論じてよいように思われる。

　最後に，本資料集成にリストアップされた調査報告書

のなかで，もっとも官庁報告書らしくない表紙をつけた

ものを紹介しておこう。『方面　愛の雫』（東京市杜会局，

大正14年8月10日1）である。これは方面委員それぞれが

扱った救護事件について，実例集として編まれたもので，

1OOを超える事例が集められている。表紙は青とオレンジ

色を使ったカラー印刷で，モダンな女性をえがく。こう

したモダニズムを感じさせるデザイン意識が，表紙をか

ざった調査もまた，束京市社会局調査の1側面をものが

調査世帯住宅図　3
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たるものであろう。

6．今後の課題

　最後にこの資料集成の限界をふまえ，本研究がこころ

ざす「社会調査実践」の対象化に向けて，今後の資料的

な課題についてふれておきたい。

　第1に，この資料集成において確かめられていない部

分について，さらに補っていく必要がある。とりわけ，

調査報告書の存在が別な資料で指摘きれていなから、ま

だ確認できていないような事例については，現物を探し

だしうる可能性は高い。

　第2に，東京府の社会局の調査において，同じような

資料集成が試みられる必要があ。というのも，本研究

過程のなかのヒアリングにおいて、磯村英一氏は，東京

市の調査実践が，東京府との協力や分担のもとでなきれ

ていたことを証言している。できるならば，束京府の社

会局調査がどのような拡がりをもったかについての村象

化は，本資料集成の解読にとっても重要となろう。

　第3に，東京市の他の部局がおこなった調査について

も，資料的な対照をおこなうことは，本資料の足らない

部分を補うことになろなろう。とりわけ統計局などがおこ

なってている調査は，かなり密接な主題のものが多い。こ

れらのあいだで，どのような分担関係が設定され，また

方法意識のちがいかあったのかについても，今後の資料

的な議題なろう。

　第4に，東京市以外の諸市，とりわけ大阪市・京都市

をはじめ，名古屋などいくつかの地方中核都市において

都市社会政策に関する調査がおこなわれてきている。も

ちろん府と市の関係などは，東京のばあいと同じく，か

なり密接なものであろうから，そのあたりに注意しなが

ら他の地方自治組織の社会局調査について，基礎的な資

料集成かなされたとき，「社会調査」をめぐる大きなコン

テクストか把渥てきるようになろう。

　第5に，なかでも無視できないのは，国レベルの動き

との対応であ。内務省社会局が主導し，各市に請け負

わせた調査も，この資料集成のなかからうかがうことが

できるけれども，大きな方向を決めているものとして国

レベルの動きは無視できない。しかしながら，内務省社

会局についても，全体を押さえて利用しうる資料の集成

や解読がすすんでいるとはいえない段階ではないだろう

か、

　これらの資料的な課題は，基礎研究に属するものであ

るが，それら，のしっかりとした基礎のうえにのみ，歴史

研究かきずかれうることは論をまたない。本研究は，そ

の小さな１歩である。
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